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はじめに 















ものとする。…［第 1部 基本方針 第 2 実









 最低資本金制度は、1990年（平成 2年）の商法改正で導入されたものであり3 株式会社にあ
っては 1,000万円、有限会社にあっては 300万円を最低資本金とすることで企業に資本の充実
を要求し、脆弱な会社設立の乱立を防止し、さらには債権者保護4 を目的とした配当可能制限
                                                          
1 法制審議会は、「試案」に対する意見募集を各界に広くもとめ、その結果を公表している。詳しくは「参
考資料」を参照（43-44頁）。 
2 神田教授（[2006ｃ], 42-46頁）。 












































 そもそも最低資本金制度は、これら 3 つの機能から債権者保護という役割を担っていたも
のであるが、わが国での最低資本金制度を含む資本制度は、資本金額に相当する財産を会社
債権者のために維持するという制度とはなっていなかったという8。つまり、従来の「資本の 3










6 資本金を“零”であることを可能とする根拠は、会社法 447条 2項及び省令である会社計算規則 74条１項












7 試案 補足説明「第４部 株式会社・有限会社関係 第 2 設立関係 1最低資本金制度」以上、「商事法務」
№1678, 2003.11.10, 44頁。 
8  同  「商事法務」№1678, 2003.11.10, 44頁。 
経営情報研究 第 15 巻第 1号(2007)，29－46 ページ 





















































































13 神田教授（[2006 b], 29頁）。 
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19 森川教授（[2002], 18-19頁）。 
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20 企業会計原則 注解 2 資本取引と損益取引との区別について（一般原則 三）『会計法規集（第 24版）』










22 武田教授（[2007], 121-122頁）。 
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25 この部分は、2005 年 12 月 27 日公表の改正企業会計基準第１号「自己株式及び準備金の額の減少等に
関する会計基準」に従ったものである。改正基準 1号の 19, 20, 21項目、及び結論の背景を参照のこと。 
26 同じく計算規則での純資産の部の表示は、2005年 12月 9日公表の企業会計基準第 5号「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」に基づいている。 
27 表示規定は、計算規則 89条～148条に、そのうち純資産の部の表示は 108条に規定されている。 
28 資本剰余金及び利益剰余金内の各項目はその区分内部でしか振替は認められていない。 
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31 稲葉教授（[2006b], 133頁）。 
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32 稲葉教授（[2006b], 129頁）。 
















いる（会社法 27条 4項）。 
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35 2006年度 第 85回日本会計研究学会 全国大会（2006年 9月 於 専修大学）の統一論題“新会社法と会
計基準”で議論がかわされている。詳しくは、『会計』171巻第 3号, 2007年 3月号 118-122頁の法学、会
計学者の各論者の発言等を参照。 
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                                       以上 
 
































   ＊：設立時における払込価格規制として 
   「<試案>  
     a 案 株式会社について、現行の有限会社の 300 万円と同額にする。 
     b 案 株式会社について 300 万円よりもさらに引き下げた額（例えば、100 万円、 
      10 万円等）とする。 
     c 案 設立時に払込む金銭等の額については規制を設けない。」 





 ①日本経団連 経済法規委員会（2003 年（平成 15 年）12 月 24 日付） 








                                                          
38 法務省民事局参事官室は、2003年（平成 15年）10月 29日付けで「現代化要綱試案」を公表。その内
容に関する意見募集期間は、2003年 10月 29日～12月 24日であった。 
39 相澤 哲他 6名（[2004], 11-12頁）。相澤 哲他 6名（稿）「『会社法制の現代化に関する要綱試案』に対
する各界意見の分析（Ⅰ）」『商事法務』№1688, 2004年 2月 15日、11-12頁。 
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 ② 経済産業省（2003 年（平成 15 年）12 月 24 日付） 
 「1.最低資本金制度 (1) 設立時における払込価格規制 




























 ②日本商工会議所（2003 年（平成 15 年）11 月 20 日付） 
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最低資本金制度廃止に関する考察 
―  ― 45
【引用・参考文献】 
・相澤 哲他 6名（[2004]）:相澤 哲他 6名（稿）「『会社法制の現代化に関する要綱試案』に対
する各界意見の分析（Ⅰ）」『商事法務』№1688, 2004年 2月 15日。 
・稲葉教授（[2006]）:稲葉威雄（稿）「株主（社員）の有限責任の処理に関する分析（その１）」
『企業会計』第 58巻１号, 2006年 1月。 
・稲葉教授（[2006b]）:稲葉威雄（稿）『世界』岩波書店, 2006年 11月号。 
・稲葉教授（[2006c]）:稲葉威雄（稿）「会社法がもたらした課題」『企業会計』第 58 巻5号, 2006
年 5月。 
・大谷禎男氏（[1990]）:大谷禎男（稿）「商法等の１部を改正する法律の解説（3）」『商事法務』
№1224, 1990年 8月 5日。 




・神田教授（[2003]）:神田秀樹著『会社法［第 4版補正版］』弘文堂, 2003年。 
・神田教授（[2006]）:神田秀樹著『会社法［第 8版］』弘文堂, 2006年。 
・神田教授（[2006 b]）:神田秀樹（稿）「計算・組織再編・敵対的買収防衛（緊急インタビュー）」
『企業会計』第 58巻 4号, 2006年 4月。 
・神田教授（[2006 c]）:神田秀樹著『会社法入門』岩波新書, 2006年。 
・神田教授（[2007]）:神田秀樹（稿）「会計基準と会社法」『企業会計』第 59巻 3号, 2007年 3
月。 
・桜井教授（[2007]）:第 65 回日本会計研究学会全国大会統一論題「新会社法と会計基準」研
究報告、桜井久勝教授（発言）。『会計』第 171巻 3号, 2007年 3月 所収。 
・嶌村教授（[1989]）:嶌村剛雄著『会計学一般原理』白桃書房, 1989年。 
・染谷教授（[1985]）:染谷恭次郎著『現代財務会計<増補改訂版 26版>』中央経済社, 1985年。 
・中村教授（[2002]）:中村忠（稿）「会社会計の新たな問題」『税経セミナー』2002年 1月号。 
・野口教授（[2002]）:野口晃弘（稿）「商法改正と資本会計の再構築」『会計』第 162巻 5号, 
 2002年 11月。 
・武田教授（[2002]）:武田隆二（稿）『会計学一般教程<第５版>』中央経済社, 2002年。 
・武田教授（[2007]）:2006年 9月 8日 第 65回日本会計研究学会全国大会統一論題「新会社
法と会計基準」研究報告、武田隆二教授（発言）。『会計』第 171巻 3号, 2007年 3月 所収。 
・武田教授（[2007b], 143頁）:武田隆二（稿）「制度形成における『場の条件』と『分配規定』
－新会社法と会計のあり方（その 3・完）－」『会計』171巻 3号, 2007年 3月。 
・前田教授（[2000]）:前田 庸著『会社法入門 [第 7版]』有斐閣, 2000年。 
・万代教授（[2007], 21 頁）:万代勝信（稿）「新会社法と会計基準－資本と利益の区別を中心
として－」『会計』第 171巻 3号, 2007年 3月。 
・森川教授（[2002]）:森川八州男（稿）「新会計基準における『資本の部』の分類の特質」『企
経営情報研究 第 15 巻第 1号(2007)，29－46 ページ 
―  ― 46
業会計』第 54巻 7号, 2002年 7月。 
・郡谷・岩崎両氏（[2005]）:郡谷大輔・岩崎友彦（稿）「会社法における債権者保護（上）」『商
事法務』№1746, 2005年 11月。 
・弥永教授（[2003]）:弥永真生著『資本の会計』中央経済社, 2003年。 
・弥永教授（[2007]）:2006年 9月 8日 第 65回日本会計研究学会全国大会統一論題「新会社
法と会計基準」研究報告、弥永真生教授（発言）。『会計』第 171巻 3号, 2007年 3月 所収。 
